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	 国際熱核融合実験炉(ITER)や DEMO 炉等の磁場

閉じ込め核融合方式では，ダイバータが必要であ

るが，ダイバータに入射する荷電粒子は，高い運

動エネルギーを持つため高い熱負荷を受け，プラ

ズマディスラプション時のダイバータへの熱負

荷は 1000	 MW/m2以上となる．そのため，高融点金

属であるタングステンによってダイバータを設

計することが検討されている．タングステンは高

Z 材料のため，アブレーションする際の核融合プ

ラズマへの定量的な影響を考慮する必要がある．

このようなアブレーション状態を定量的に取り

扱うためには Warm	 Dense	 Matter	 (WDM)の熱容量

や熱伝導率を定量的に評価しなければならない．	 

	 我々はこのような状態の熱伝導率を評価する

ために，高速パルスパワー放電装置[1-2]により

得られている電気伝導率と Wiedemann-Franz 則を

用いて，半実験的に熱伝導率を推定する方法を提

案した[3]．これにより，Redmer ら[4]によって得

られている 10000K のタングステン WDM の導電率-

密度依存性を比較した結果，固体密度の 1/30 ま

での領域ではよく一致していることが明らかと

なった．また，Wiedemann-Franz 則を用いて 10000K

のタングステン WDM の熱伝導率を推定した結果，

固体密度の 1/30 までの領域で定量的に一致する

ことが明らかとなった．この領域は，おおよそ電

子の縮退度θ=1程度となる領域と一致しており，
熱伝導に対するエネルギーキャリアが電子であ

ることを示唆した結果である．上記の結果を基に，

電子の縮退度θ=1となる領域までの 5000K のタン
グステンの熱伝導率を見積った．5000K における

高密度タングステンの密度-熱伝導率の依存性を

示す．この結果から，溶融し蒸発した高密度タン

グステンは固体密度の 1/30 まで熱伝導率が単調

減少していき，最小熱伝導率は 0.1	 WK-1m-1程度で

あることが明らかとなった[4]．一方，低密度側

では，Redmer らの理論モデルとは導電率や熱伝導

率等の輸送係数が大きく異なっており，エネルギ

ーキャリアや輸送特性を特徴づける電子及びイ

オン間結合に伴うフォノンの挙動が異なる可能

性が明らかとなった．	 

	 一方，WDM の熱伝導率を直接計測し，評価した

例はこれまでに無い．その原因は，WDM 内部は光

学的に非常に厚く密度が高いプラズマであるた

めである．本研究では，WDM の熱伝導率を計測す

るために，天野ら[2]が実施した定積加熱パルス

パワー放電で用いているサファイアキャピラリ

ーをルビーキャピラリーに変えることで，剛体壁

内部の温度分布及び WDMの温度から熱伝導率を直

接推定できると考えられる．	 

	 ルビーとサファイアの物性的特性はほとんど

差異がなく，サファイアキャピラリー同様 WDM の

閉じ込めが可能である．一方，ルビーは，WDM か

らの圧力および放射光により R1 線(694	 nm 近傍)

及びR2線(693nm近傍)の蛍光を発することが知ら

れており，その蛍光線は，高圧力ほど長波長側に

シフトし，ルビー温度が上昇するに従い強度が減

衰していく．これを適切に利用することで，ルビ

ーの温度変化を知ることができ，WDM からルビー

への熱流束Qを明らかにすることが出来る．一方，
熱流束Q = −κ∇Tは，WDM とルビー界面での熱流
束であるため，熱伝導率をκ ，温度をTとして，
添字 RおよびWDMをルビー及びWDMの物理量と
すると 

	 	 	 	 Q = −κ∇T ~ −κR +κWDM

2
TWDM −TR

Δr
	 	 	 	 (1)	 

と書くことが出来る．ここで，Δrは計測スケー
ルである．本報告では，数値解析により	 WDM の熱

伝導率計測を行えることを明らかにしたので，そ

の結果について報告する．	 
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